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11/14・「トランプシフト」一段と 米国回帰・防衛株にマネー 仮想通貨上昇 

11/15・共和、トリプル・レッドに 下院も多数派 トランプ政策実現に弾み 

     税制・移民対策で主導権 国務長官にルビオ氏 対中強硬派 

  ・共和上院トップ穏健派 スーン氏、トランプ派破る 一定の独立性示す 53：47 

  ・GDP 年率 0.9％増 7～9 月実質 2 期連続プラス 消費堅調・車が回復 

  ・米利下げ「急ぐ必要なし」 FRB 議長 インフレの鈍化で 

11/16・米、ロシアに追加金融制裁 トランプ氏就任控え 日本の LNG 調達に影響 ＜1＞ 

  ・厚生長官にケネディ氏 コロナワクチン反対派 

  ・米 MMF 残高 1000 兆円 最高、利下げでも流入止まらず インフレ再燃観測で 

  ・アジア太平洋経済協力会議（APEC）開幕 ペルー、リマ 

    「日米韓」強化へ事務局 首脳合意 トランプ政権発足念頭 

     中韓、自由貿易維持で一致 首脳会談 尹氏「多極主義、共に守る」 

     習氏「経済協力妨害、歴史に逆行」 APEC で トランプ関税念頭 

11/17・日中首脳会談 石破首相、訪中に意欲 習氏「改善・発展の時期」 

     中国、「対トランプ」にらむ 米中対立拍車を警戒 日本に接近 

11/18・米中、対話継続で一致 1 年ぶり首脳会談 トランプ次期政権にらむ 

  ・APEC 首脳宣言 貿易 自由と多角化訴え 「トランプ保護主義」意識 ＜2＞ 

  ・エネルギー長官にライト氏 米次期政権 気候変動危機を否定 

11/19・G20（ブラジル、リオデジャネイロ）首脳宣言まとまる「ガザに深い懸念」 

  ・日英首脳、貿易軸に政策協調 経済外務 2 プラス 2 新設 米の高関税に備え 

  ・習氏「協力の余地拡大」 英首相と 6 年ぶり会談 

  ・中豪首脳会談 習氏「保護主義に反対を」 米国にらむ 豪首相に連携要請 

11/20・ロシア領に長距離弾攻撃 ウクライナ、米容認後初 ロシア、核使用の条件緩和 

  ・貿易赤字、10 月 4612 億円 4 ヶ月連続 PC・スマホ輸入増 

11/21・「103 万円の壁」上げ明記 経済対策、自公国が合意 補正予算は早期成立 ＜3＞ 

    国民民主の 178 万円案 最低賃金 1.73 倍が根拠 自公は物価上昇率 1.1 倍で反論 

  ・フォード、欧州 4000 人削減（約 2％） EV 不振、米国勢も深刻 

  ・次期商務長官にラトニック氏 高関税強硬派 米の保護主義一層色濃く 

  ・エヌビディア 9 割増収 8～9 月 AI 半導体好調 株価は一時 5％安 

  ・ブラジル、一帯一路と連携 ルラ大統領 習氏と会談 外交関係格上げ 

11/22・米司法省、グーグル分割要求 「クローム」売却 検索独占を是正 ＜4＞ 

  ・ビットコイン最高値更新 9 万 7000 ドル 米政権期待や取引解禁 

  ・日本生命、予定利率上げ 40 年ぶり 年金保険や終身保険 

  ・消費者物価 2.3％上昇 10 月 コメの伸び率（58.9％）過去最大 



11/23・経済対策、補正支出 13.9 兆円 非課税世帯に 3 万円 ＜5＞ 

  ・日本人の訪中ビザ免除 中国再開、対日姿勢を修正 対中対立にらむ 

11/24・米成長へ減税・規制緩和 財務長官にベッセント氏 高関税、世界にリスク 

11/26・アマゾンに立ち入り 公取委 表示優遇巡り安値要求か 

  ・ドイツ、20 年ぶり解散総選挙へ ショルツ政権 迷走のツケ  

11/27・トランプ関税、中国に圧力 全輸入品に 10％追加 ＜6＞ ＜7＞ 

    トランプ流「ディール」再び メキシコ・カナダは 25％ 日本企業にも影響 

     「劇場型」が世界翻弄 関税を武器に譲歩迫る SNS に市場動揺 メキシコ・カナダ通貨急落 

  ・トランプ氏裁判事実上の終結 検察、2 事件の起訴取り下げ ＜8＞ 

    現職大統領の起訴を控える司法省の指針を理由に 退任後の訴追に余地  

  ・レバノン停戦合意 イスラエル、対ヒズボラ 米が発表 実効性は見通せず 

    ネタニヤフ氏 時間稼ぎ トランプ氏の就任待つ ガザ交渉も有利に 

  ・USTR（米通商代表部）代表にグリア氏  

    国家経済会議委員長に経済学者のハセット氏 「ラッファー曲線」の支持者 

  ・米利下げ「時間かけて」 FOMC11 月要旨 経済の堅調さ指摘 

11/28・トランプ関税波紋 メキシコ強気「双方に害」反論 カナダ焦り「雇用大惨事に」 

  ・欧州自動車 5 万人削減 今年、EV 失策で生産過剰に 部品メーカーにも波及 

 

  



 



 


